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商標審査基準たたき台（案）（64 条、65 条の 2、3 及び 4） 

商標法６４条 

商標審査基準たたき台（案） 現行の商標審査基準 
第 14 第 64 条（防護標章登録の要件） 

第六十四条 商標権者は、商品に係る登録商標が自己の業務に係る指定商

品を表示するものとして需要者の間に広く認識されている場合において、

その登録商標に係る指定商品及びこれに類似する商品以外の商品又は指定

商品に類似する役務以外の役務について他人が登録商標の使用をすること

によりその商品又は役務と自己の業務に係る指定商品とが混同を生ずるお

それがあるときは、そのおそれがある商品又は役務について、その登録商

標と同一の標章についての防護標章登録を受けることができる。 

２ 商標権者は、役務に係る登録商標が自己の業務に係る指定役務を表示

するものとして需要者の間に広く認識されている場合において、その登録

商標に係る指定役務及びこれに類似する役務以外の役務又は指定役務に類

似する商品以外の商品について他人が登録商標の使用をすることによりそ

の役務又は商品と自己の業務に係る指定役務とが混同を生ずるおそれがあ

るときは、そのおそれがある役務又は商品について、その登録商標と同一

の標章についての防護標章登録を受けることができる。 

３ 地域団体商標に係る商標権に係る防護標章登録についての前二項の規

定の適用については、これらの規定中「自己の」とあるのは、「自己又はそ

の構成員の」とする。 

 

１．「需要者の間に広く認識されている」について 

(1)「需要者の間に広く認識されている」とは、自己（商標権者）の出所表示

として、その商品又は役務の需要者の間で全国的に認識されているものをい

う。 

(2) 「需要者の間に広く認識されている」かは、以下の(ｱ)～（ｴ）を考慮し、

総合的に判断する。 

  (ｱ) 防護標章登録出願に係る登録商標（以下「原登録商標」という。）の

使用開始時期、使用期間、使用地域、使用商品又は使用役務の範囲等の

使用状況に関する事実 

  (ｲ) 原登録商標の広告、宣伝等の程度又は普及度 

  (ｳ) 原登録商標権者の企業規模、営業関係（生産又は販売状況等）、企業

第 14 第 64 条（防護標章登録の要件） 

第六十四条 商標権者は、商品に係る登録商標が自己の業務に係る指定商

品を表示するものとして需要者の間に広く認識されている場合において、

その登録商標に係る指定商品及びこれに類似する商品以外の商品又は指定

商品に類似する役務以外の役務について他人が登録商標の使用をすること

によりその商品又は役務と自己の業務に係る指定商品とが混同を生ずるお

それがあるときは、そのおそれがある商品又は役務について、その登録商

標と同一の標章についての防護標章登録を受けることができる。 

２ 商標権者は、役務に係る登録商標が自己の業務に係る指定役務を表示

するものとして需要者の間に広く認識されている場合において、その登録

商標に係る指定役務及びこれに類似する役務以外の役務又は指定役務に類

似する商品以外の商品について他人が登録商標の使用をすることによりそ

の役務又は商品と自己の業務に係る指定役務とが混同を生ずるおそれがあ

るときは、そのおそれがある役務又は商品について、その登録商標と同一

の標章についての防護標章登録を受けることができる。 

３ 地域団体商標に係る商標権に係る防護標章登録についての前二項の規

定の適用については、これらの規定中「自己の」とあるのは、「自己又はそ

の構成員の」とする。 

 

１．「需要者の間に広く認識されている場合」とは、「著名の程度に至った場合」

をいう。 

(新設) 

 

 

２．著名度の判断基準については、次のとおりとする。 

 (1) 防護標章登録出願に係る登録商標（以下「原登録商標」という。）の使用

開始時期、使用期間、使用地域、使用商品又は使用役務の範囲等の事実を考

慮する。 

 (2) 登録商標の広告、宣伝等の程度又は普及度について考慮する。 

 (3) 原登録商標権者の企業規模、営業関係（生産又は販売状況等）、企業の
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の取扱い品目等について商品又は役務との関連性 

   (ｴ) 原登録商標が著名であることが、審決又は判決において認定されてい

るなど、特許庁において顕著な事実であること 

 

２．防護標章登録出願の標章は、原登録商標と同一の標章（縮尺のみ異なるも 

のを含む。）でなくてはならない。 

 

３．原登録商標と使用商標の同一性の判断について 

 同一性の判断にあたっては、この基準第２ 第３条２項の１．（１）を準用す 

る。 

 

４．商品又は役務の出所の「混同を生ずるおそれがあるとき」について 

(1) その他人の業務に係る商品又は役務（以下「商品等」という）であると誤

認し、その商品等の需要者が商品等の出所について混同するおそれがある場

合のみならず、その他人と経済的又は組織的に何等かの関係がある者の業務

に係る商品等であると誤認し、その商品等の需要者が商品等の出所について

混同するおそれがある場合をもいう。 

 

(2) 原登録商標の指定商品又は指定役務と防護標章登録出願の指定商品又は

指定役務との関係について、次の事項を考慮し、総合的に判断するものとす

る。 

(ｱ) 非類似商品との関係では、生産者、販売者、取扱い系統、材料、用途等

の見地からみて、また、非類似役務との関係では、提供者、提供内容、提供

の用に供する物等の見地からみて、同一の出所を表すものと一般的に認識さ

れること 

 (ｲ) (ｱ)以外の場合であっても､商品又は役務の出所につき原登録商標権者

と密接な関連があるものと一般的に認識されること 

 

５．防護標章登録を受ける商品・役務の品質等の誤認のおそれについて 

商品又は役務の普通名称等を含む商標を、その商品又は役務以外の商品又は

役務について防護標章登録出願をした場合であっても、商品の品質又は役務

の質の誤認を生じるかは考慮せず、本条の要件を具備している限り、防護標

章登録を認めるものとする。 

取扱い品目等について商品又は役務との関連を考慮し、当該企業の状況を考

察する。 

(4) 原登録商標の著名であることが特許庁において顕著な事実であるかどう

かを検討する。 

 

(新設) 

 

 

(新設) 

 

 

 

(新設) 

 

 

 

 

 

３．商品又は役務の出所の混同を生ずるか否かは、原登録商標の指定商品又は

指定役務と防護標章登録出願の指定商品又は指定役務との関係について、次

の事項を考慮し、総合的に判断するものとする。 

(1) 非類似商品との関係では、生産者、販売者、取扱い系統、材料、用途等

の見地からみて、また、非類似役務との関係では、提供者、提供内容、提供

の用に供する物等の見地からみて、同一企業からでたものと一般的に認識さ

れること 

 

(2) (1)以外の場合であっても､商品又は役務の出所につき原登録商標権者

と密接な関連があるものと一般的に認識されること 

 

４．商品又は役務の普通名称を含む商標を、その商品又は役務以外の商品又は

役務について防護標章登録出願をした場合であっても、他の要件を具備して

いる限り、防護標章登録を認めるものとする。 
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商標法６５条の２、３及び４ 

商標審査基準たたき台（案） 現行の商標審査基準 
第 15 第 65 条の 2、3 及び 4（防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登

録） 

第六十五条の二 防護標章登録に基づく権利の存続期間は、設定の登録の

日から十年をもつて終了する。 

２ 防護標章登録に基づく権利の存続期間は、更新登録の出願により更新

することができる。ただし、その登録防護標章が第六十四条の規定により

防護標章登録を受けることができるものでなくなつたときは、この限りで

ない。 

     

第六十五条の三 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願

をする者は、次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなけれ

ばならない。 

  一 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

 二  防護標章登録の登録番号 

 三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項 

２ 更新登録の出願は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の満了前六

月から満了の日までの間にしなければならない。 

３ 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をする者は、

前項の規定により更新登録の出願をすることができる期間内にその出願が

できなかつたことについて正当な理由があるときは、経済産業省令で定め

る期間内に限り、その出願をすることができる。 

４ 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願があつたとき

は、存続期間は、その満了の時（前項の規定による出願があつたときは、そ

の出願の時）に更新されたものとみなす。ただし、その出願について拒絶

をすべき旨の査定若しくは審決が確定し、又は防護標章登録に基づく権利

の存続期間を更新した旨の登録があつたときは、この限りでない。 

     

第六十五条の四 審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新

登録の出願が次の各号の一に該当するときは、その出願について拒絶をす

べき旨の査定をしなければならない。 

第 15 第 65 条の 2、3 及び 4（防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登

録） 

第六十五条の二 防護標章登録に基づく権利の存続期間は、設定の登録の

日から十年をもつて終了する。 

２ 防護標章登録に基づく権利の存続期間は、更新登録の出願により更新

することができる。ただし、その登録防護標章が第六十四条の規定により

防護標章登録を受けることができるものでなくなつたときは、この限りで

ない。 

     

第六十五条の三 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願

をする者は、次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなけれ

ばならない。 

  一 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

 二  防護標章登録の登録番号 

 三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項 

２ 更新登録の出願は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の満了前六

月から満了の日までの間にしなければならない。 

３ 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をする者は、

前項の規定により更新登録の出願をすることができる期間内にその出願が

できなかつたことについて正当な理由があるときは、経済産業省令で定め

る期間内に限り、その出願をすることができる。 

４ 防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願があつたとき

は、存続期間は、その満了の時（前項の規定による出願があつたときは、そ

の出願の時）に更新されたものとみなす。ただし、その出願について拒絶

をすべき旨の査定若しくは審決が確定し、又は防護標章登録に基づく権利

の存続期間を更新した旨の登録があつたときは、この限りでない。 

     

第六十五条の四 審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新

登録の出願が次の各号の一に該当するときは、その出願について拒絶をす

べき旨の査定をしなければならない。 
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一 その出願に係る登録防護標章が第六十四条の規定により防護標章登録

を受けることができるものでなくなつたとき。 

二 その出願をした者が当該防護標章登録に基づく権利を有する者でない

とき。 

２ 審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願に

ついて拒絶の理由を発見しないときは、更新登録をすべき旨の査定をしな

ければならない。 

 

 

１．出願人と権利者の同一性について 

 商標原簿上の権利者の氏名若しくは名称又は住所若しくは居所と出願人のこ

れらの表示とが相違しているときは、その原簿上の権利者と出願人とは、同

一人ではないものとする（例えば、一方の表示が「△△△株式会社」とあるの

に対し他方の表示が「△△△カンパニー」とある場合）。 

 

２．防護標章の更新登録出願の願書の記載について 

 防護標章の更新登録出願の願書に誤って標章が記載され、又は指定商品若し

くは指定役務が記載されているときは、それらの記載はないものとして取り

扱うものとする。 

 

３．判断基準について 

 防護標章の更新登録出願に係る登録防護標章が第 64 条の規定により防護標

章登録を受けることができなくなったものであるか否かの判断においては、

この基準第 14（第 64 条）の１．から４．を準用する。その場合には、特に原

登録商標の使用状況を充分に勘案するものとする。 

一 その出願に係る登録防護標章が第六十四条の規定により防護標章登録

を受けることができるものでなくなつたとき。 

二 その出願をした者が当該防護標章登録に基づく権利を有する者でない

とき。 

２ 審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願に

ついて拒絶の理由を発見しないときは、更新登録をすべき旨の査定をしな

ければならない。 

 

 

１．商標原簿上の権利者の氏名若しくは名称又は住所若しくは居所と出願人

のこれらの表示とが相違しているときは、その原簿上の権利者と出願人とは、

同一人ではないものとする（例えば、一方の表示が「△△△株式会社」とあ

るのに対し他方の表示が「△△△カムパニー」とある場合）。 

 

 

 

２．防護標章の更新登録出願の願書に誤って標章が記載され、又は指定商品

若しくは指定役務が記載されているときは、それらの記載はないものとして

取り扱うものとする。   

 

 

３．防護標章の更新登録出願に係る登録防護標章が第 64 条の規定により防護

標章登録を受けることができなくなったものであるか否かの判断においては

この基準第 14（第 64 条）の１．ないし３．を準用する。その場合には、特に

原登録商標の使用状況を充分に勘案するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 


